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１．業務の概要

（１）更新内容

加東市病院事業部介護事業者支援システム  一式

（２）更新の目的

加東市病院事業部（以下「病院事業部」という。）が策定した令和６年度加東市病院事業部介護事業

者支援システム更新業務基本仕様書（以下「基本仕様書」という。）及び令和６年度加東市病院事業部

介護事業者支援システム更新業務要求仕様書（以下「要求仕様書」という。）に基づき、業務の負担軽

減及び効率化を目的として、介護事業者支援システム（以下「介護システム」という。）及びクライア

ント端末の更新、整備を行うことを目的とする。

以下、現在使用中の介護システムを「既存システム」、更新後の介護システムを「新システム」とい

う。

（３）履行期間

契約締結日の翌日から令和７年２月２８日までとする。なお、システム稼働日は、納入事業者と協

議の上で決定する。

（４）履行場所

加東市介護老人保健施設ケアホームかとう（兵庫県加東市家原１３０番地）

加東市訪問看護ステーション（兵庫県加東市家原８５番地）

（５）業務内容

業務内容は以下のとおりである。詳細については、基本仕様書及び要求仕様書等を参照すること。

  ① 介護システムハードウェア及びソフトウェアの調達及び納入

  ② 介護システム更新に伴うスケジュール等の設計

③ 操作研修及び導入支援

④ 既存のデータ移行

⑤ 介護システムの保守及びサポート

⑥ 介護システムのセキュリティ構築及びウイルス対策

⑦ その他、本介護システムの構築に関する一切の業務

（６）提案前提となる要件

① 介護システムの基本要件

  ア 新システムは、介護老人保健施設事業及び短期入所療養介護事業、通所リハビリテーショ

ン事業、訪問看護事業の日常の記録業務及び請求業務などの基本的な業務に対応したシステ

ムであること。

イ パッケージシステムを基本とし、最小限のカスタマイズで導入できること。

ウ クラウド型であること。また、OSは下記バージョンに対応すること。

 クライアント OS：Windows11（Pro）、Windows10（Pro） 

      ただし、OSのサポートが終了する場合は、サポート終了時までに無償で対応すること。

エ 下記の要件を満たすこと。

(ｱ) データセンターの情報セキュリティは、介護システムを加東市役所庁舎内に置く場合と

同等以上の堅牢性を有していること。
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(ｲ) データセンターの施設は、災害等に対して、加東市役所庁舎内と同等以上の堅牢性を有

していること。

(ｳ) データセンターの施設は、日本国内に立地していること。

(ｴ) データセンターと病院事業部を接続するネットワークが、論理的に他のネットワークと

接続されていないこと。

(ｵ) データセンターと病院事業部を接続するネットワークが災害時に切断された場合にお

いても、早期に復旧できる対策が講じられていること。

オ 本仕様書の要件を満たしたものであること。

② 保守・運用・サポート

ア メーカー又は販売元にて保守・サポートをすること。

イ 下記事項についてのサポートが可能であること。

(ｱ) 操作及び介護システムに関する問合せ等に対応する運用・管理サポート全般 

(ｲ) 障害発生時の復旧支援 

(ｳ) 職員への操作説明・研修の実施 

(ｴ) 利便性向上に資する情報の提供 

ウ Web で常に最新の介護システム操作マニュアルを取得できること。 

（７）基本方針

介護システムの更新に当たり、次の事項の性能及び機能確保を基本的な方針とする。ただし、別途

記述されている事項については、各論の内容を優先することとする。

① 操作性の確保

 ア 職員にとって操作しやすい介護システムを実現するため、ニーズに応じた入力、表示ツール

を提供すること。また、介護システム全体を通じて一貫した操作性を有すること。

イ 介護システム間で情報を共有し、一度入力した情報は利用可能とするよう情報を一元化する

こと。

 ウ 紙記録を減らすための介護システムを提供すること。

② 信頼性の確保

 ア 十分な障害及び災害対策がなされており、施設運営に極力支障を及ぼさずに保守及び復旧が

できること。

 イ セキュリティが万全であり、データの機密保護が徹底された介護システムを構築すること。

③ 拡張性の確保

ア 将来の介護システム更新や新しい機能の拡張が容易に行えること。

イ 蓄積されたデータは次世代介護システムでも継承し、利用できること。

 ウ 最適なパフォーマンスを維持するために、適切な対応が容易に行えること。

④ 経済性の確保

ア 施設運営を効率的に支援し、業務の省力化を図ること。

イ 省エネルギー、省スペースに配慮すること。

ウ 費用対効果を重視し、施設経営を圧迫することがないものとすること。

 エ 紙の出力を極力減らし、経営負担を軽減すること。
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⑤ その他

 ア 更新後５年間は日常業務に耐えられる性能を有していること。

（８）基本条件

① 介護システム全般

ア ２４時間、３６５日安定稼働が行えること。

 ※バージョンアップ等の各種メンテナンスは除く

  ② 業務支援機能

 ア 日常業務において、極力運用上の制限がないこと。特定の日常業務を行っている間は、他の

日常業務が起動できない等の状況が発生しないこと。また、アクセス数やデータ量がピークに

達しても、レスポンス及び処理能力が低下しない仕様であること。

 イ 画面展開、入力、表示方法は柔軟性があり、操作が容易であること。

 ウ 操作は、選択項目の候補表示、番号入力などの極力簡単な方法であること。また、各種検索

機能が提供されていること。

 エ 入力方式は、入力内容に応じて、マウス、キーボード等から適した方式を選択できるように

すること。

オ 入力支援機能が充実していること。

(ｱ) ヘルプ画面

(ｲ) 定型コメント選択

(ｳ) テンプレート機能 等

  ③ 介護システム管理及び情報処理業務

ア 各種マスタやプログラム制御テーブルを有し、病院事業部職員によるメンテナンスが容易に

行えること。

   イ 各種データの検索は、単項目及び複数項目で容易に行えること。また、マスタ入力だけでな

く、手入力項目であっても検索可能であること。

   ウ 日常データの保存媒体は、データ量に応じて十分な容量を有するものとし、バックアップは

ウイルス対策が十分に講じられた方法で保存できること。

   エ 運用上必要なデータは、半永久的に保存し、そのデータの呼び出しの際には、優れた応答性

で抽出できること。

   オ 介護システム用端末において、次の機能を有すること。

(ｱ) 統計資料及び帳票の作成等の定型的な業務に関しては、手順を登録し自動で実行できる

こと。未提携の書類は汎用ソフトを利用して作成可能であること。

(ｲ) 将来的な介護システム化対象業務の追加、形態の変更に対して、介護システムを長時間

停止することなく、ハードウェア及びソフトウェアの追加・更新ができること。また、法

改正等に伴うシステムの更新も同様に行えること。

  ④ ソフトウェア

   ア 基本ソフトウェア（ＯＳ）は、病院事業部の導入対象業務を処理する性能を有していること。

   イ データベースサーバ、アプリケーションサーバのＯＳは、オープン環境下のスタンダードな

ものを使用すること。また、開発途中で陳腐化することがないよう十分な実績があり、かつ将
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来においてもその発展が見込まれるものであること。加えて、クライアント端末のＯＳは使用

目的に最適なものを使用すること。

   ウ 各種システム及び機器等との接続が可能であり、情報の受け渡しができること。

エ 介護システム端末間で、申し送りなどを指定職員に通知する機能が使用できること。

オ 新システムはパッケージシステムとなっており、短期間かつ低価格で更新できること。

⑤ ハードウェア

ア 介護システムのハードウェアは、病院事業部の導入対象業務を処理できる必要な性能を有し

ていること。

イ 介護システム運用に影響を及ぼさないクラウド環境を準備すること。

  ⑥ ネットワーク

   ア 介護システムの更新に必要なネットワーク環境は、既存の環境を活用することを基本とする。

  ⑦ セキュリティ

   ア データ保護のための機能として、バックアップや、ファイル更新ログを使用したリカバリ等

の機能を有するとともに、更新のタイミングによって、データの整合性が失われたり、デッド

ロックが発生しないこと。

   イ システムログが記録及び保存でき、障害発生時には迅速に原因調査及び復旧作業を行えるこ

と。

   ウ 介護システムは、各部署から入力されたデータをその性質に応じて集中又は分散管理すると

ともに、業務全体を通じて十分な整合性が保証されていること。

   エ 保守契約先から通信回線を介して接続し、障害情報等の授受とそれに基づく解析・診断等の

措置が図れる機能を有すること。ただし、機密保護に対して十分な対策が講じられていること。

   オ 機密保護、データ保護等のファイル管理、パスワード等のアクセス管理など高度なセキュリ

ティ機能を有すること。

   カ 業務の種類、内容及び操作者によって、各情報に最適なセキュリティをかけることができる

こと。さらに、それぞれの条件下で、権限（検索照会権、新規入力権、更新修正権）レベルを

分けることができること。

   キ 病院事業部が提供する情報は、情報セキュリティ管理体制のもと、第三者への漏洩や目的外

利用が行なわれないよう適切に管理すること。

   ク ウイルス対策が十分講じられていること。

   ケ 外部からの不正アクセス対策が十分講じられていること。

  ⑧ 設置条件

   ア 新システムは、加東市介護老人保健施設ケアホームかとう及び加東市訪問看護ステーション

に設置するものとする。

イ 設置環境を配慮した防護対策を講じること。

ウ 導入機器の搬入、据え付け、調整等は導入計画に支障を来さないこと。

  ⑨ データ移行

ア 既存システムで蓄積されたデータを移行可能とすること。

イ 移行にあたっては、現行業務の中断及び運用の変更を最小限とすること。
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  ⑩ その他

ア 端末上で展開されるすべての画面はハードコピー（プリントアウト）ができること。

イ LIFE、ケアプランデータ連携に対応していること。

ウ 業務遂行に必要と認められるもので、本仕様書の解釈に疑義を生じた事項、並びに本仕様書

に明記していない事項については、病院事業部と協議の上で決定すること。

   エ 医療保険及び介護保険のオンライン請求、訪問看護におけるオンライン資格確認に対応する

こと。

２．更新の概要

（１）提案範囲

提案を求める介護システムは、総合的なシステムである。新システムは既存システムとの入れ替え

とし、既存システムからのスムーズな移行を実現できるものとする。

 また、ソフトウェア、ハードウェア、必要に応じてネットワークの見積もりを行うこと。

（２）仕様書の構成

  新システムの仕様は、本書である基本仕様書及び要求仕様書からなる。

① 基本仕様書

本業務において、共通の基本仕様を定義する。

② 要求仕様書

本業務において、システム及び関連機器で実現したい機能を仕様として定義する。

（３）ハードウェア

  ① クライアント端末

ア 機能設計における定量的要求要件（応答速度等）を明記すること。

イ クライアント端末台数は、別紙１「介護事業者支援システム機器依頼範囲表」に示す台数と

必要スペックを順守し、導入の上展開すること。

ウ 既存システムとの並行稼働が必要な場合は、その期間のクライアント端末の設置場所や運用

方法も提案すること。

  ② プリンタ及び周辺機器

ア プリンタ台数は別紙１「介護事業者支援システム機器依頼範囲表」に示す台数と必要スペッ

クを順守し、導入の上展開すること。

イ 運用上必要な機器（スキャナーなど）は、必要台数及び運用方法、費用を示すこと。なお、

費用は更新業務に含むこと。

（４）ネットワークアーキテクチャ

① ネットワークについては、既存のネットワーク設備を使用すること。

② ハードウェアの設置や既存品との切り替えについては、既存の介護システムの停止時間をでき

るだけ短くする方法を提案し、切り替えのタイミングなどを含めた提案を行うこと。

③ 令和６年度導入予定のオンライン請求及びオンライン資格確認に係る端末とネットワークで

連携し、必要な情報の送受信を可能とすること。なお、西日本電信電話株式会社によるネットワ

ーク構築を予定しており、当該業者の作業費用を含めること。
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（５）セキュリティ対策

① 個人認証

ア 利用者個人単位にユーザＩＤとパスワードを設定し、パスワードを利用した利用者認証が行

えること。

イ パスワードは任意に変更可能とするほか、規定にあわせた変更（数ヵ月ごと）も可能である

こと。

② アクセス制限

ア 各業務、利用者それぞれに制限レベルを設け、使用可能な業務を限定できること。

イ ユーザ単位でアクセス記録が保存され、介護システム管理者による参照ができること。

③ ウイルス対策

ア 記憶媒体経由のウイルスに対する防御ができること。また、最新の情報を基に介護システム

全体のウイルスチェックを定期的に行えること。

イ ＵＳＢメモリなどの外部記憶装置の接続を認識した場合には、ウイルスチェックを実行しな

ければ、そのデータにアクセスできないなどのセキュリティ対策を機械的に実行できる仕組み

を構築すること。また、ウイルスチェックは接続認識時に自動実行されること。

（６）納期及び更新スケジュール

介護システムの更新は下記の日程を予定していることを前提にスケジュール案を示すこと。対応で

きない場合は、代替スケジュール案を提示すること。

① 稼動開始時期

令和７年３月１日まで

② スケジュール

運用検討と詳細な仕様決めのための活動は、採用確定直後から対応可能であることとする。

（７）データ移行

① データを抽出する費用及び抽出したデータを新システムに移入する費用は、本業務に含めるこ

と。なお、既存システム及び納入業者は以下のとおりである。

 ア 既存システム HOPE LifeMark-WINCARE

 イ 上記納入業者 富士コンピュータ株式会社 

② 既存システムからのデータ移行は、介護システム更新に伴い加東市の運用に支障がないように

対応すること。

（８）教育訓練及び操作支援

① 介護システム運用担当要員（１～２名程度）及び職員への教育を実施すること。

② 職員への教育は介護システムを使用する全職員に行えるよう、３日以上設定すること。

③ 新システム稼働後に対応可能な無償のサポートダイヤルを有すること。

（９）障害対策

障害発生時における対策は以下のとおりとする。

① ソフトウェア

ア 個々のクライアントが故障した場合でも、介護システム全体に影響が出ないこと。バックア

ップは自動で行えること。
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② データベース

ア データベースは定期的にバックアップがとれる仕組みを構築すること。

イ 機器やソフトウェアに変更があった場合でも、電子保存された情報が継続的に維持、利用で

きるような仕組みを構築すること。

（１０）保守条件

① 現地対応が必要な場合、病院事業部まで２時間以内に到着して、保守対応が可能なこと。

② 法改正等を受けて介護システム改修が必要な場合は、速やかに対応すること。

③ 介護システム改修はリモート保守若しくは現地対応のみとし、病院事業部の職員が対応する必

要がないこと。

  ④ 介護システム改修は基本的に保守の範囲内で、別途改修費用が発生することなく実施すること。

（１１）納品条件

成果物、納入物及び納入方法、部数は以下のとおりとする。納期、納品場所については別途協議の

上で決定する。

① 納品物件の明細

パッケージシステムの内部情報として公開できない内容については、協議の上で納品内容を調

整する。

ア ハードウェア及び同操作説明書

イ 介護システム運用マニュアル（ダウンロード可）

② 受渡媒体、部数等

ア 操作マニュアル

いつでも最新のマニュアルが Web 上からダウンロードできること。

③ 納期、納品場所

ア 別途協議の上で詳細を決定する。



（別紙１）

老健・通所 訪問看護

1 ノートPC

CPU：Core-i3以上
SSD：256GB以上
メモリ：8GB以上
画面サイズ：15型ワイド
解像度：1920×1080（フルHD）
無線LAN接続対応
キーボード：テンキーあり
OS：Windows11ProあるいはWindows10Pro

10 5 メーカー5年保証対応

2
タブレット
（Wi-Fiモデル）

筐体：iPad（第9世代とする）
OS：iOS11以降

2 0
メーカー1年保証対応
施設内無線環境での使用を想定

3
タブレット
（SIMモデル又はWi-Fiモデル＋モ
バイルルータ）

筐体：iPad（第9世代とする）
OS：iOS11以降

1 12
メーカー1年保証対応
外部での使用を想定

4 Microsoft Office 2016以降（Excel、Word） 10 5
ただし、サポートが終了する場合は、
サポート終了時までに無償で対応する
こと。

5 PC用ウイルス対策ソフト
1年目は更新費用に、2～5年目は保守費
用に計上すること。

6 A3モノクロレーザプリンタ

印刷速度：A4横片面33頁/分以上
ファーストプリント：約7.5秒以下
給紙容量：標準トレイ300枚以上、手差しトレイ100枚以
上
有線LAN接続対応、両面印刷対応

4 0 メーカー1年保証対応

7 A3カラーレーザプリンタ

印刷速度：A4横片面30頁/分以上（カラー・モノクロ共
通）
ファーストプリント：カラー約9.9秒以下
　　　　　　　　　：モノクロ約8.3秒以下
給紙容量：標準トレイ300枚以上、手差しトレイ100枚以
上
有線LAN接続対応、両面印刷対応

0 1 メーカー1年保証対応

必要台数分

介護事業者支援システム機器依頼範囲表

機器 必要スペック等
数量

備考番号


